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契約者番号  
 

 
 

「沖縄偕生園指定短期入所生活介護・沖縄偕生園指定介護予防短期入所生活介護」 
重要事項説明書 

 
 
 当事業所は利用者に対して指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護サービスを提

供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとお

り説明します。 
 
                                                 （ 改定：令和6年 4月 1日 ） 

  
◇◆目 次◆◇ 

１． 事業者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
２． 事業所の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
３． 職員の配置状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 
４． 当施設が提供するサービスと利用料金・・・・・・・・・・・・・・・３ 
５． 身体の拘束について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
６． 褥瘡対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
７． 非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
８． 事故発生時の対応について  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
９． 感染症対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

１０．苦情の受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 
１１．緊急時の対応方法について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 
１２．重要説明書付属文書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
１３．同意書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
 

 
１． 事業者 

 （１） 法 人 名  社会福祉法人 偕生会 
 （２） 法人所在地  沖縄県那覇市首里石嶺町４丁目３９０番地 
 （３） 電話番号  ０９８－８８６－３４００ 
 （４） 代表者氏名  理事長 安 里  政 晃 
 （５） 設立年月日  昭和４７年５月９日 
 
２． 事業所の概要 

（１） 事業所の種類  指定短期入所生活介護事業所・平成１２年３月３日指定 
            （ 沖縄県第４７７１００００１７号 ） 
            指定介護予防短期入所生活介護事業所・平成１８年４月１日指定 
            （ 沖縄県第４７７１００００１７号 ） 
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 （２） 事業所の目的    この施設は、福祉サービスを必要とする者が、心身ともに健や 
かに育成され、又は社会、経済、文化、その他のあらゆる分野の 
活動に参加する機会を与えられるとともに、その環境、年齢及び 
心身の状況に応じ、地域において必要な福祉サービスを総合的に 
提供されるように援助することを目的とします。 

 
 （３） 事業所の名称    沖縄偕生園指定短期入所生活介護事業所 
               沖縄偕生園指定介護予防短期入所生活介護事業所 
 
 （４） 施設の所在地      沖縄県糸満市字小波蔵３２１番地 
 
 （５） 電話番号       ０９８－８５２－４１００ 
 
 （６） 施設長(管理者)氏名  山城 美智子 
 
 （７）  当施設の運営方針    利用者の人間性、自主性を重んじ、利用者ひとり一人に添った 

介護サービスの提供を行ってまいります。また、地域に施設機能を 
開放することにより常に地域との交流の場を設け、地域社会と偕

（とも）に生きることを実践してまいります。  
（８） 営業日及び営業時間 

 
 

 
（９） 利用定員  １０人 （ただし入院ベッドの利用は可能） 

（１０） 通常の事業の実施地域  糸満市・豊見城市・八重瀬町 
（１１） 居室等の概要 
   

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室は、原則として個室です。 
 

居室・設備の種類 室 数 備    考 
個室（１人部屋） ２０室 従来型個室 

４人部屋 ２５室 多床室 
合  計 ４５室  
食  堂 ２室  

機能訓練室 １室 【 主な設置機器 】 ① 平行棒  ② 滑車 
③ 訓練用マット ④ 大腿四頭筋強化器 

浴  室 ２室 機械浴・特殊浴槽 
医 務 室 １室  

  ※ 上記は、厚生省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務付けられて 
    いる施設･設備です。 

営業日 年中無休 
受付時間 ８：３０ ～ １７：３０ 
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☆ 居室の変更：利用者及び契約者からの居室の変更希望の申し出があった場合は、 
居室の空き状況により施設でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況に 
より居室を変更する場合があります。その際には、利用者及び契約者等と協議の 
うえ決定するものとします。 
 

３． 職員の配置状況 
 当施設では、利用者に対して指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護（以下

短期入所生活介護という）サービスを提供する職員として以下の職種の職員を配置しています。 
 
＜主な職員の配置状況＞ ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職   種 常勤換算 指定基準 

１．施設長（管理者） １名 １名  

２．介護職員 ４２名 ３７名 介護福祉士：１９名以上配置 

３．生活相談員 ２名 ２名  

４．看護職員 ５名 ３名 看護師：３名以上配置・兼務 

５．介護支援専門員 ２名 ２名  

６．機能訓練指導員 ２名 ２名 理学療法士1名配置・兼務 

７．医 師 必要数 必要数  

８．管理栄養士 １名 １名  

   
※ 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における 
        常勤職員の所定勤務時間数（例：週４０時間）で除した数です。 
        (例) 週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤換算では、 
           １名（８時間×５名÷４０時間＝１名）となります。 
 

業 務 計 画 表   （ 交替勤務表 ） 

   
 ※ 土日は上記と異なります。 
 

＜主な職種の勤務体制＞ 
１．医 師 週１回 （必要に応じて） 

２．介護職員 

標準的な時間帯における最低配置人数 
早 朝    ７：３０ ～ １０：００  １０名 
日 中  １０：００ ～ １９：００  １０名 
夜 間  １９：００ ～  ７：３０   ６名 

３．看護職員 
標準的な時間帯における最低配置人数 
早 朝   ７：００ ～ １０：００    ２名 
日 中  １０：００ ～ １９：００    ２名 
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４． 当施設が提供するサービスと利用料金 
 当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 
 当施設が提供するサービスについて 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 
（２）利用料金の全額を利用者及び契約者に負担いただく場合 

                                              がございます。 
 
 （１） 当施設が提供する基準介護サービス（ 契約書第４条参照 ） 
 以下のサービスについては、居住費、食費を除き通常９割が介護保険から給付されます。 
 
＜サービスの概要＞ 
 
① 居室の提供 

個室又は多床室 

②  食 事 
・ 当施設では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表を作成し、栄養並びに利用者の身体

の状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 
・ 利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとって頂くことを原則としています。 
・ 一人で食事ができない方は食事の介助をいたします。 
③  入 浴 
・ 入浴又は清拭を週２回以上行い、必要に応じて回数を増やすこともできます。 
・ 寝たきりでもストレッチャーを使用して入浴することができます。 
④  排 泄 
・ 利用者の状況に応じて定時適切な排泄介助を行い、排泄の自立についても適切な援助を行

います。 
⑤  機能訓練 
・ 機能訓練指導員により、利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機

能の回復又はその減退を防止せるための訓練を実施します。 
⑥  健康管理 
・ 看護職員が服薬管理・血圧測定等の健康管理を行います。 
⑦  その他自立への支援 
・ 寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 
・ 生活のリズムを考え、清潔で快適な生活が送れるように、適切な整容が行われるよう援

助します。 
 
 
＜ 要介護度別サービス利用料金（１日あたり）＞（ 契約書第７条参照 ） 
 下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を

除いた金額（自己負担額）をお支払下さい。（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じ

て異なります。）※介護職員処遇改善加算(Ⅰ)については数円の誤差が生じる場合があります。 
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利用者の要介護度と 
サービス利用料金 

要介護度１ 
６，０３０円 

要介護度２ 
６，７２０円 

要介護度３ 
７，４５０円 

要介護度４ 
８，１５０円 

要介護度５ 
８，８４０円 

機能訓練体制加算 １２０円 

夜勤職員配置加算 １３０円 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)
イ １８０円 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ９００円 １，０００円 １，１００円 １，２００円 １，３００円 

サービス利用にかかる小計 ７，３６０円 ８，１５０円 ８，９８０円 ９，７８０円 １０，５７０円 

うち、介護保険から 
給付される金額 

１割 ６，６２４円 ７，３３５円 ８，０８２円 ８，８０２円 ５，２８５円 
２割 ５，８８８円 ６，５２０円 ７，１８４円 ７，８２４円 ６，３４２円 
３割 ５，１５２円 ５，７０５円 ６，２８６円 ６，８４６円 ７，３９９円 

①サービス利用に 
かかる自己負担額 

１割 ７３６円 ８１５円 ８９８円 ９７８円 １，０５７円 

２割 １，４７２円 １，６３０円 １，７９６円 １，９５６円 ２，１１４円 

３割 ２，２０８円 ２，４４５円 ２，６９４円 ２，９３４円 ３，１７１円 

② 食 費 １， ４４５円（朝食：４１１円 昼食：５２２円 夕食：５１２円） 

③ 居住費 個室：１，２３１円 ・ 多床室：９１５円 

個室利用料 
合計（１日） 

１割 ３，４１２円 ３，４９１円 ３，５７４円 ３，６５４円 ３，７３３円 

２割 ４，１４８円 ４，３０６円 ４，４７２円 ４，６３２円 ４，７９０円 

３割 ４，８８４円 ５，１２１円 ５,３７０円 ５，６１０円 ５，８４７円 

多床室利用料金

合計（１日） 

１割 ３，０９６円 ３，１７５円 ３，５７４円 ３，３３８円 ３，４１７円 

２割 ３，８３２円 ３，９９０円 ４，４７２円 ４，３１６円 ４，４７４円 

３割 ４，５６８円 ４，８０５円 ５，３７０円 ５，２９４円 ５，５３１円 

 ※２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合が３割となります。（平成３０年８月１日施行） 
 
☆送迎加算：１８４０円／片道 

  利用者の心身の状態、家族の事情などからみて利用者に対して自宅と事業所間の 
  送迎を行う場合加算されます。 
   ※ただし、暴風警報発令中の送迎は行えません。 
 ☆緊急短期入所受入加算について（９００円／日） 
  緊急に受け入れが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画に位置付けられていない短期 

入所生活介護を緊急に行った場合に加算されます。 
原則７日（やむを得ない事情がある場合は１４日）を限度とします。 

 ☆居室と食事にかかる費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に 
  記載している負担限度額とします。 
 ☆利用者負担の割合について、介護保険負担割合証に記載されている割合とします。 
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＜ 要支援別サービス利用料金（１日あたり）＞（ 契約書第７条参照 ） 
 
 下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を

除いた金額（自己負担額）をお支払下さい。（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じ

て異なります。）※介護職員処遇改善加算(Ⅰ)イについては数円の誤差が生じる場合があります。 
 

利用者の要介護度と 
サービス利用料金 

要支援１ 
４，５１０円 

要支援２ 
５，６１０円 

機能訓練体制加算 １２０円 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）イ １８０円 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ６７３円 ８２７円 

サービス利用料にかかる小計 ５，４８３円 ６，７３７円 

うち、介護保険から

給付される金額 

１割 ４，９３５円 ６，０６３円 
２割 ４，３８７円 ５，３８９円 
３割 ３，８３９円 ４，７１５円 

①サービス利用に 
係る自己負担額 

１割   ５４８円  ６７４円 
２割 １，０９６円 １，３４８円 
３割 １，６４４円 ２，０２２円 

②食 費 １，４４５円 
（朝食：４１１円  昼食：５２２円  夕食：５１２円） 

③居 住 費 個室：１，２３１円 ・ 多床室：９１５円 

個室利用料金 
合計（１日） 

１割 ３，２２４円 ３，３５０円 

２割 ３，７７２円 ４，０２４円 

３割 ４，３２０円 ４，６９８円 

多床室利用料金 
合計（１日） 

１割 ２，９０８円 ３，０３４円 

２割 ３，４５６円 ３、７０８円 

３割 ４，００４円 ４，３８２円 

※２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合が３割となります。（平成３０年８月１日施行） 
☆送迎加算：１８４０円／片道 

  利用者の心身の状態、家族の事情などからみて利用者に対して自宅と事業所間の 
  送迎を行う場合加算されます。 
   ※ただし、暴風警報発令中の送迎は行えません。 
☆居室と食事にかかる費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に 

  記載している負担限度額とします。 
 ☆利用者負担の割合について、介護保険負担割合証に記載されている割合とします。 
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≪ 当施設の居住費・食費の負担額≫ 負担限度額認定証 
①本人及び同一世帯全員が市町村民税非課税の方《市町村民税非課税者》 
②本人の配偶者（別世帯も含む）が住民税非課税である方 
③預貯金や有価証券などの評価額が夫婦で２千万円以下（配偶者のいない方は１千万円以下）であ

る方上記三項目を満たされている場合は、食費・居住費の負担が軽減されます 
【 単位：円 】 (１日あたり) 

 
☆ 利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん 
お支払いただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護 
保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も 
償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した 
「サービス提供証明書」を交付します。 

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を 
変更します。ｑ 

 
 
（２）当施設が提供できる基準外サービス（ 契約書第5条参照 ） 
  以下のサービスは、利用料金の全額が利用者及び契約者の負担となります。 
 
〈サービスの概要と利用料金〉 

① 特別な食事（酒を含みます）  
 利用者及び契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 
 利用料金：要した費用の実費 
② 理 髪 

   [理髪サービス] 
  週に１回、理容師の出張による理髪サービス（調髪）をご利用いただけます。 

・ 利用料金：1回あたり１，０００円 
 

対象者 預貯金等資産状況 利用者負担

段階 
1日あたりの居住費 1日あたりの 

食費 多床室 従来型個室 
生活保護受給者 単身：1,000万円以下 

夫婦：2,000万円以下 第１段階 ０円 ３２０円 ３００円 

住
民
税
非
課
税
世
帯 

老齢福祉年金受給者 
課税年金収入額と 
合計所得金額の合計が 
８０万以下の方 

単身：650万円以下 
夫婦：1,650万円以下 第２段階 ４３０円 ４８０円 ６００円 

収入合計８０万 
超１２０万以下の方 

単身：550円以下 
夫婦：1,550万円以下 

第３段階

① ４３０円 ８８０円 １,０００円 

収入合計 
１２０万超の方 

単身：500万円以下 
夫婦：1,500万円以下 

第３段階

② ４３０円 ８８０円 １，３００円 

住民税課税世帯の方 － 第４段階 ９１５円 １，２３１円 １，４４５円 
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③ レクリエーション、クラブ活動 
利用者及び契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 
利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

④ 複写物の交付 
利用者及び契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を

必要とする場合には実費をいただきます。 
1枚につき １０円 

⑤ 日常生活上必要となる諸費用実費 
おむつ代は介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありません。 

 （３）利用料のお支払方法（ 契約書第７条参照 ） 
   前記(１)、(２)の料金・費用は、後日ご利用期間分の合計金額の請求書を送付いたしますので、翌

月末日までに以下のいずれかの方法でお支払いください  

 
（４）利用の中止、変更、追加（ 契約書第８条参照 ） 

  ○ 利用予定期間の前に、利用者及び契約者の都合により、短期入所生活介護サービスの利用の 
中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加する 
ことができます。この場合にはサービス実施の前日までに事業者に申し出て下さい。 
 

  ○ 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、 
取消料として下記の料金をお支払いただく場合があります。但し利用者の体調不良等正当な 
理由がある場合は、この限りではありません。 
 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無  料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の１０％ 
（ 自己負担相当額 ） 

  ※ 但し、緊急の場合は、ご相談に応じます。 
 
  ○ サービス利用の変更・追加の申し出に対して事業所の稼動状況により利用者の希望する期間に 

サービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者及び契約者に提示して協議します。 
 

   
○ 利用者がサービスを利用している期間中でも、利用を中止することができます。その場合、 

ア． 窓口での現金支払い 
 
イ． 下記指定口座への振込    社会福祉法人 偕生会 
                理 事 長  安里 政晃 
    
   沖縄銀行  糸満支店  普通預金  １２３６９４４ 
    
 
ウ． 金融機関口座から自動引き落とし（１回につき１１０円の手数料がかかります） 

ご利用できる金融機関：沖縄銀行、琉球銀行、農業協同組合、郵便局 
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既に実施されたサービスに係る利用料金はお支払いただきます。 
 

（５）利用制限について 
○ 利用者が感染症に罹患し、他の利用者に感染する恐れがある場合においては利用を制限 

する場合があります。 
 

５． 身体の拘束について 
  当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を廃止しています。但し、当該利用者または他の 

入居者等の生命または身体の保護、事故の危険がある場合等やむ得なく身体拘束を行う場合が 
あります。その場合は必要な理由を記載し、家族の同意を得て対応いたします。 

 
６． 褥瘡対策について 
  当施設は利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みとして、褥瘡が発生しないような適切な 

介護に努めるとともに、褥瘡対策指針を定め、その発生を防止する為の態勢を整えています。 
 
７． 非常災害対策について 

施設長又は防災管理者は、非常災害その他緊急事態に備えるべき措置についてあらかじめ予防 
対策を定め、それを点検するとともに、毎年2回入所者及び職員間で消防訓練を行なうものとする。 
 

８． 事故発生の防止及び発生時の対応について 
（１）当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護サービスを提供するために、事故発生の防止の為の 

指針を定め、介護事故を防止するため体制を整えております。また、サービス提供等に事故が 
発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な措置を行います。 

（２）施設嘱託医の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断された場合、協力医療機関、 
協力歯科医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼いたします。 

 
９．感染症対策について 
  当施設は、感染症が発生し又はまん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の 

防止の為の指針を定め、必要な措置を講ずる為の態勢を整えています。 
 

１０．苦情の受付について（契約書第25条参照） 
（１） 当施設における苦情の受付 
  当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 
  ○ 苦情解決窓口 
    担当者：施設長 山城 美智子   電話０９８－８５２－４１００ 
  〇 苦情受付担当者 
    各課に配属されています。 
  ○ 受付時間  毎週月曜日～金曜日  8：30～17：30 
    また、苦情受付ボックスを正面入口に設置しています。 
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（２） 行政機関その他の苦情受付機関 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１１．緊急時の対応方法について 
  介護従業者等は、短期入所生活介護を実施中に、利用者の病状等に急変、その他緊急事態が 

生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を行うとともに、 
管理者に報告します。 

  短期入所生活介護の実施中に、天災その他の災害が発生した場合、介護従業者等は、必要に 
  よりサービス利用者の避難等の措置を行う他、管理者に連絡の上その指示に従います。 
 
＜重要事項説明書付属文書＞ 
１． 施設の概要 
 （１）建物の構造     鉄筋コンクリートブロック造 2階建 
 （２）建物の延べ床面積  ６，５１０．５５㎡ 
 （３）併設事業 

   当施設では、次の事業を実施しています。 

 【短期入所生活介護】   平成１２年４月１日指定  沖縄県第 4771000017号  定員10名 

【通所介護】       平成１２年４月１日                                                                                    指定  沖縄県第 4771000017号  定員70名 

【居宅介護支援事業】   平成１２年４月１日指定  沖縄県第 4771000017号 

 【介護予防短期入所介護】 平成１８年４月１日指定        第 4771000017号 

 【介護予防通所介護】   平成１８年４月１日指定        第 4771000017号 

 【高齢者配食サービス事業】昭和６１年開始 

 【ぬちぐすいみみぐすい健康教室】 

 【ふれあいいきいき料理教室】 

 （４）施設の周辺環境   遠くは慶良間諸島を眺望し、糸満市名城、小波蔵の丘陵地で緑に 
囲まれた風光明媚な場所にあり、市役所への交通アクセスも 
１㎞以内と生活環境にも恵まれています。 
 

２． 職員の配置状況 
（ 配置職員の職種 ） 
  介護職員 ・・・・介護福祉士を入所者の数が６又はその端数を増すごとに１名以上配置して、 

利用者の日常生活の介護並びに健康保持の為の相談・助言等を行います。 

糸満市・介護保険担当課 
（ 相談窓口 ） 

所 在 地：糸満市潮崎町1丁目1番地 
電話番号：８４０－８１３３ FAX：８４０－８１１２ 
受付時間：９：００～１７：００ 

沖縄県国民健康保険団体 
連合会 

所 在 地：那覇市西3丁目14番地18号 
電話番号：８６３－２３２１ FAX：８７５－６７５８ 
受付時間：８：３０～１７：００ 

沖縄県福祉サービス運営 
適正化委員会 

所 在 地：那覇市首里石嶺町4丁目373番地の1 
電話番号：８８２－５７０４ FAX：８８２－５７１４ 
E - m a i l：kuzyou@okishakyo.or.jp 
受付時間：９：００～１７：００ 
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  生活相談員・・・・利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 
           ２名の生活相談員を配置しています。 
 
  看護職員・・・・・主に利用者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介護 

介助等も行います。 
  機能訓練指導員・・利用者の機能訓練を担当します。 
           １名の理学療法士を配置しています。 
  介護支援専門員・・利用者にかかる施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 
           ２名の介護支援専門員を配置しています。 
  管理栄養士・・・・利用者の栄養管理を行います。 
３． 契約締結からサービス提供までの流れ 
 
（１） 利用者に具体的なサービス内容やサービス提供方針については、｢居宅サービス計画 

（ケアプラン）」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成する｢短期入所生活介護計画｣に 
定めます。契約締結からサービス提供までの流れは次の通りです。（契約書第３条参照） 

 
① 当事業所の介護支援専門員（ケアマネージャー）に短期入所生活介護計画の原案

作成やそのために必要な調整等の業務を担当させます。 
 

② その担当者は、短期入所生活介護計画の原案について、利用者及び契約者等に対

して説明し、同意を得たうえで決定します。 
 

③ 短期入所生活介護計画は、居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合、 
もしくは利用者及び契約者等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、

変更の必要のある場合には、利用者及び契約者等と協議して、短期入所生活介護 
計画を変更します。 

 
④ 短期入所生活介護計画が変更された場合には、利用者及び契約者に対して書面を 

交付し、その内容を確認していただきます。 
 

 
（２）利用者に係る「居宅サービス計画（ケアプラン）」が作成されていない場合のサービス提供の 
流れは次の通りです。 
① 要介護認定を受けている場合 
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○ 居宅介護支援事業者の紹介等必要な支援を行います。 
○ 短期入所生活介護計画を作成し、それに基づき、利用者にサービスを提供します。 
○ 介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額でお支払いただき 
  ます。（償還払い） 

 
 

 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 
 
 
○ 作成された居宅サービス計画に沿って、短期入所生活介護計画を変更し、それに基づき、 

利用者にサービスを提供します。 
○ 介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己 
  負担額）をお支払いただきます。 

 

 
② 要介護認定を受けていない場合 
 

○ 要介護認定の申請に必要な支援を行います。 
○ 短期入所生活介護計画を作成し、それに基づき、利用者にサービスを提供します。 
○ 介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払いただきます。 
  （償還払い） 

 
 
要支援、要介護と認定された場合  自立と認定された場合 

 
○ 居宅サービス計画（ケアプラン）を作成して 
 いただきます。必要に応じて、居宅介護支援事業 
者の紹介等必要な支援を行います。 

 
居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

 
 

○ 契約は終了します。 
○ 既に実施されたサービスの利 
用料金は全額自己負担となります。 

○ 作成された居宅サービス計画に沿って、短期入所生活介護計画を変更し、それに基づき、 
利用者にサービスを提供します。 

○ 介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金(自己負担額)を 
お支払いただきます。 

 
 
４．サービス提供における事業者の義務（ 契約書第１０条、第１１条参照 ） 

 
当施設は、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 
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① 利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 
② 利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携のうえ、利用者 

から聴取、確認します。 
③ 利用者に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管するとともに、利用者または 

契約者の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 
④ 利用者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。 
ただし、利用者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合に 
は、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 
⑤ 利用者へのサービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場 
合には、速やかにご家族への連絡を行う等必要な処置を講じます。 
⑥ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得た利用者 
又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。（守秘義務） 
ただし、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身等 
の情報を提供します。 

５．施設利用の留意事項 
当施設のご利用にあたって、施設を利用されている利用者の共同生活の場としての快適性、 

 安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 
 
（１）持込の制限 
   入所にあたり、危険物は原則として持ち込むことができません。 
（２）施設・設備の使用上の注意（ 契約書第１６条参照 ） 
 ○ 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 
 ○ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、 

汚したりした場合には、利用者及び契約者の自己負担により原状に復していただくか、 
又は相当の代価をお支払いただく場合があります。 

 ○ 利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合 
   には、利用者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。 
   但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 
 ○ 当施設の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を 
   行うことはできません。 
（３）喫 煙 
   施設内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。 
 
６．損害賠償について（ 契約書第１８条、第１９条参照 ） 
  当施設において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかに 

その損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 
  ただし、その損害の発生について利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の 

置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる 
場合があります。 
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７．サービス利用をやめる場合（ 契約の終了について ） 
  契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までですが、 

契約期間満了の２日前までに契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に同じ条件で 
更新され、以後も同様となります。 

  契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、 
仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。 
 

 （ 契約書第２１条参照 ） 

① 利用者が死亡した場合 
② 要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合 
③ 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 
④ 施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 
⑤ 当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 
⑥ 利用者及び契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合(詳細は以下をご参照下さい。) 
⑦ 事業者から契約解除を申し出た場合(詳細は以下をご参照下さい。) 

（１） ご契約者からの解約・契約解除の申し出（ 契約書第２2条、第２3条参照 ） 
   契約の有効期間であっても、利用者及び契約者から利用契約を解約することができます。 

その場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 
   ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 
② 利用者が入院された場合 
③ 利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合 
④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める短期入所生活介護 

サービス・介護予防短期入所生活介護サービスを実施しない場合 
⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 
⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失等により利用者の身体・財物・信用等を 

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 
⑦ 他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけられる恐れが 

ある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 
（２）事業者から契約解除の申し出（ 契約書第２4条参照 ） 
   以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

① 利用者及び契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、 
故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を 
生じさせた場合 

② 利用者及び契約者による、サービス利用料金の支払が３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた 
催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 利用者及び契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の 
利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどに 
よって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 
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（３）契約の終了に伴う援助（ 契約書第２1条参照 ） 
   契約が終了する場合には、事業者は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、 

必要な援助を行うよう努めます。 
 

 

 

令和  年  月  日 

 

介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

特別養護老人ホーム  沖縄偕生園 

 

 

氏 名：                   印 

 

 

本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、介護サービスの提供開始に 

同意しました。 

 

 

 利 用 者       住 所：                                    

                  

                            氏 名：                    

 

 

       契 約 者      住 所：                         

 

                        氏  名：                   印 

 

 

       連帯保証人      住 所：                         

 

                        氏  名：                   印 

 

 

 


